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証券コード　9909

平成29年６月１日

株 主 各 位
神奈川県小田原市西大友205番地２

代表取締役社長 近 藤 　 保

第58期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第58期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月15日（木曜日）
午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月16日（金曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県小田原市城内８番10号

報徳二宮神社　報徳会館
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 第58期（平成28年３月21日から平成29年３月20日まで）事業

報告および計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 定款一部変更の件
第４号議案 取締役１名選任の件
第５号議案 監査役１名選任の件
第６号議案 補欠監査役１名選任の件
第７号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
第８号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

４．議決権の行使等についてのご案内
（次頁【議決権の行使等についてのご案内】をご参照ください。）

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますよう、お願い申しあげます。

－ 1 －

株主各位
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【議決権の行使等についてのご案内】

(1) 代理人による議決権行使

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代

理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面の

ご提出が必要となりますのでご了承ください。

(2) 株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類を修正する場合の周知方

法

株主総会参考書類ならびに事業報告および計算書類に修正が生じた場合は、

インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.aiko-

denki.co.jp/）に掲載させていただきます。

以上

－ 2 －

議決権の行使等についてのご案内
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　　（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年３月21日から
平成29年３月20日まで)

１．会社の現況に関する事項

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、雇用環境の好転、企業収益の改善を

背景に緩やかな景気回復の動きが見られた一方、中国をはじめとする世界

経済の減速懸念、英国のＥＵ離脱問題、米国の新政権の政策動向に対する

懸念など、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

電設資材卸売業界におきましては、新築住宅着工戸数は多少増加してい

るものの、建設技術者の慢性的な人手不足や労務費・建設資材価格の高止

まりにより需要獲得の競争が激しく、収益環境は依然として厳しい状況で

す。

このような状況の中、当社においては４月に展示即売会｢AIKOフェスタ

2016｣を実施した他、積極的な販売活動を推し進めるとともに、業務効率

化アップに努めるなど収益改善に努めております。

しかしながら、電線銅ベースの下落に伴う売上への影響も加わり、当事

業年度における売上高は10,429百万円（前期比10.0％減）となりました。

利益面につきましては、貸倒引当金繰入額の減少および人件費等の減少

により販売費及び一般管理費の総額は1,504百万円（前期比8.3％減）とな

りました。これら経費の節減と共に収益性の改善も加わり、営業利益266

百万円（前期比30.1％増）となり、経常利益269百万円（前期比29.6％増）

となりました。また営業所資産の減損損失が51百万円生じましたが、当期

純利益は102百万円（前期比16.4％増）となりました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況
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販売実績
（単位：千円）

品目別

第57期

(自　平成27年３月21日
至　平成28年３月20日)

第58期

(自　平成28年３月21日
至　平成29年３月20日)

金 額 金 額

照 明 器 具 類 2,784,966 2,762,890

電 線 ・ パ イ プ 類 2,964,815 2,428,878

開 閉 器 ・ 盤 ・ 制 御 機 器 類 3,051,342 2,675,762

家 電 ・ 住 設 ・ 弱 電 機 器 類 1,611,199 1,396,314

そ の 他 1,177,980 1,165,660

合 計 11,590,303 10,429,505

（注）１．数量については、取扱い商品の種類、価格が多岐に亘るため記載を省略しております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

②　設備投資の状況

当事業年度に実施した設備投資の総額は8百万円であり、その主なものは

事務機器等の購入と、本社及び営業所設備の改修工事によるものでありま

す。また、当事業年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はあり

ません。

③　資金調達の状況

当事業年度は特記すべき資金調達はありません。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況



2017/05/19 18:48:15 / 16266245_愛光電気株式会社_招集通知

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

項　目
第55期

(平成26年３月期)
第56期

(平成27年３月期)
第57期

(平成28年３月期)

第58期
(当事業年度)

(平成29年３月期)

売 上 高 (千円） 10,811,255 11,573,165 11,590,303 10,429,505

経 常 利 益 (千円） 191,721 154,455 207,627 269,092

当 期 純 利 益 (千円） 95,049 73,665 88,446 102,927

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 21円70銭 16円82銭 20円20銭 23円52銭

総 資 産 (千円） 6,031,787 5,879,323 6,127,244 5,771,315

純 資 産 (千円） 1,968,340 2,013,969 2,063,704 2,137,134

（注）１株当たり当期純利益は期中平均株式数で算出表示しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(4) 対処すべき課題

①　当社は神奈川西部の小田原本社を中心に、神奈川県内と静岡県東部、東

京都内に営業拠点を配しています。東京都内に於いては、オリンピッ

ク・パラリンピック開催に伴う施設の新築や更新、駅前の再開発などが

進行中であり、建設市場は活況が続くものと思われます。この機会を捉

えて、得意先の新規開拓を推進し業容の拡大、発展を図ります。そのた

めの要員の配置や出店が課題です。神奈川県や静岡県に於いては新規

開拓と既存得意先の占有率のアップに重点を置き、地域売上NO.1（ニッ

チトップ）を目指します。売上は市場規模と占有率（マーケットサイズ

×シェア）に依存するため、経営環境に適した営業所運営に注力して、

全営業所営業利益黒字化を達成することが会社の対処すべき課題です。

②　労働法改正の動きのなかで、雇用形態や働き方の多様化が求められてお

り、当社の人事戦略に有効な施策については速やかに対応していくこと

が経営課題です。

③　会社が求める人財像の指標を以下に示します。経営理念の実現を目指

す人財の育成が課題です。

－ 5 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、
主要な営業所、従業員の状況
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１．得意先のニーズに合ったものを提供できることがプロフェッショ

ナルの条件であり、そのためには専門的な知識や経験に加え、相手

の立場に立った横断的な知識・経験の修得が必要です。これらを通

じてプロフェッショナルを目指します。

２．各人が形成する人脈や信頼関係、知識や経験の蓄積は会社の財産で

す。将来を見据えて、常に自分の頭で考えて仕事の『価値』を高め

て行くことが、結果として確実な利益貢献をもたらすことを目指し

ます。

④　当社が加入している神奈川県電設厚生年金基金は、平成27年２月に解散

方針決議を行ったことを受け、当該基金の解散認可に至るまでのプロセ

スを注視し、基金解散後の当社退職給付制度全体を包括的に検討してい

くことが経営課題です。

(5) 主要な事業内容（平成29年３月20日現在）

当社は照明器具・電線等、電気機器電設資材を専門に取扱う卸売業者であ

り、関東・静岡県東部を地盤とし、専業メーカーの商品を中心に電気工事・

設備工事業者、法人企業（工場関連）を対象に販売を行っております。

(6) 主要な営業所（平成29年３月20日現在）

本社　：神奈川県小田原市西大友205番地２

営業所：小田原・横浜・横須賀・厚木・藤沢・平塚（以上神奈川県）

沼津・伊東・下田（以上静岡県）

品川・世田谷・狛江（以上東京都）

(7) 従業員の状況（平成29年３月20日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 較 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

156名 △7名 39.7歳 16.00年

（注）　従業員数には、嘱託及びパートタイマー（11名）は含んでおりません。

－ 6 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、
主要な営業所、従業員の状況
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(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月20日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 静 岡 銀 行 800,000千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 500,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200,000

株 式 会 社 横 浜 銀 行 200,000

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000

(9) その他企業の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

２．会社の株式に関する事項（平成29年３月20日現在）

(1) 発行可能株式総数 12,000,000株

(2) 発行済株式の総数 4,411,000株

(3) 株主数 497名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

愛 光 電 気 共 栄 会 828,000株 18.9％

近 藤 　 保 386,300株 8.8％

東 芝 ラ イ テ ッ ク 株 式 会 社 264,000株 6.0％

河 村 電 器 産 業 株 式 会 社 203,000株 4.6％

光 昭 株 式 会 社 159,000株 3.6％

近 藤 和 子 155,100株 3.5％

渡 會 孝 一 124,000株 2.8％

さ が み 信 用 金 庫 99,000株 2.3％

日 東 工 業 株 式 会 社 94,000株 2.1％

株 式 会 社 静 岡 銀 行 88,000株 2.0％

（注）　持株比率は、発行済の普通株式の総数から自己株式（34,264株）を除いて計算しており

ます。

－ 7 －

主要な借入先の状況、その他企業の現況に関する重要な事項、会社の株式に関する事項
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３．新株予約権等の状況

該当事項はありません。

４．会社役員の状況（平成29年３月20日現在）

(1) 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 近 藤 　 保

専 務 取 締 役 大 関 正 一 管 理 部 門 統 括

常 務 取 締 役 柏 木 良 明 営 業 部 門 統 括

取 締 役 神 　 嘉 彦 総務人事部、社長特命事項

取 締 役 藤 田 博 司
藤田公認会計士事務所所長
内 部 統 制 補 佐

常 勤 監 査 役 小 笠 原 　 　 　 寛

監 査 役 板 倉 　 崇

監 査 役 脇 　 国 広

（注）１．取締役　藤田博司氏は社外取締役であります。

２．監査役　板倉　崇氏及び監査役　脇　国広氏は社外監査役であります。

３．取締役　藤田博司氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。

４．当社は取締役　藤田博司氏、監査役　板倉　崇氏及び監査役　脇　国広氏を東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役は、会社

法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額

は、法令に定める最低責任限度額としております。

－ 8 －

新株予約権等の状況、会社役員の状況
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(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

5名
（1名）

68,338千円
（1,950千円）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3名
（2名）

7,480千円
（2,080千円）

合 計
（う　　ち　　社　　外　　役　　員）

8名
（3名）

75,818千円
（4,030千円）

（注）１．当社に使用人兼務取締役の該当はありません。

２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月16日開催の第47期定時株主総会において年額

180,000千円以内と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月16日開催の第47期定時株主総会において年額

14,400千円以内と決議いただいております。

４．上記の支給額には、以下のものが含まれております。

当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額8,498千円（取締役５名に対し7,738

千円（うち社外取締役1名に対し150千円）監査役３名に対し760千円（うち社外監査役

２名に対し160千円））

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他

の法人等との関係

当社社外役員において他の法人等の業務執行者としての重要な兼職はあ

りません。なお、監査役　板倉　崇氏につきましては当社他１社の取引

先で勤務しておりますが、一般株主と利益相反の生じるおそれはありま

せん。

②　他の法人等の社外役員としての重要な兼任の状況及び当社と当該他の

法人等との関係

当社社外役員において他の法人等の社外役員としての重要な兼職はあり

ません。なお、取締役　藤田博司氏につきましては当社他１社の社外監

査役に就任しておりますが、当該会社と当社との間に取引及び特別な関

係はありません。

－ 9 －

会社役員の状況
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③　当事業年度における主な活動状況

出席状況

取締役　藤田博司

当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席いたしました。取締

役会においては、議案の審議に必要な発言をする等、内部統制等の企

業経営分野に係る専門的な知識と視点を活かすとともに、社外者の立

場からの視点で助言および意思決定を行っております。

監査役　板倉　崇

当事業年度に開催された取締役会17回および監査役会17回全てに出席

いたしました。取締役会および監査役会においては主に中立の立場か

ら意見を述べるなど、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。

監査役　脇　国広

当事業年度に開催された取締役会17回および監査役会17回全てに出席

いたしました。取締役会および監査役会においては主に中立の立場か

ら意見を述べるなど、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性を確保

するための助言・提言を行っております。

５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任 あずさ監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

・当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

・当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

18,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算定根拠等が適切であるか必要な検証をおこなった上で、会計監査人の報酬等の額

について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社は、会社法第340条第１項に定める項目に該当すると認められる場合及

び監督官庁から業務停止処分を受けた場合等、当社の監査業務に重大な支障

－ 10 －
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を来す事案が発生した場合には、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会

計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役が解任後最初に招集される株主総会

において、当該解任の理由を報告いたします。

その他、会計監査人としてふさわしくないと判断される事象が認められた

場合、監査役会は会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定

いたします。

６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

当社は、平成27年９月８日開催の取締役会において、業務の適正を確保する

ための体制の整備に関する基本方針（「内部統制システム構築に関する基本方

針」）を一部改定する決議をいたしました。

改定後の当該基本方針の内容は次のとおりであります。

(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

①　取締役を含む全従業員が法令、社内規程、その他名称の如何にかかわら

ず業務上定められた全ての規則類、当社で要求される標準的業務手順を遵

守し、社会規範、企業倫理に基づき善良なる管理者としての注意義務を尽

くして行動するため、そのとるべき行動の基準・規範を示したコンプライ

アンス規程を制定しております。

②　社長の諮問機関である常務会の下部機関としてコンプライアンス委員会

を設置し、全ての役員及び従業員が公正で高い倫理観に基づいて行動し、

広く社会から信頼される経営体制を確立しております。

③　当社は法令の遵守やリスクの予防を前提に、全部署を対象として業務の

適正な運営、改善、効率の増進を図るため、内部監査室が新たな課題を検

討した上で、必要に応じ社長許可のもと具体的な解決策を担当部門に指示

し、その後の進捗管理を行うなど内部牽制機能の強化を図っております。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る情報については、法令及び取締役会規程、常務

会規程、職務権限規程、文書管理規程等の社内規則に基づき作成し、必要

－ 11 －
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に応じて取締役、監査役、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態にて管理

しております。なお、保存期間は法令その他別段の規定がある他は、文書

管理規程の保存期間によるものとします。

②　法令または取引所適時開示規則に則り、必要な情報開示を行っておりま

す。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　当社は経営に重大な影響を及ぼす恐れのある事業リスクを的確に把握し、

適切に認識・評価するために、リスク管理規程を定め、リスクの未然防止

及び危機発生時の迅速な対応が可能となる体制整備に努めています。

②　社長の諮問機関である常務会へのリスク情報の集約と、業務執行の適切

な遂行のため、リスク管理委員会を設置しており、主要リスクの把握、

分析、評価を行い適宜報告を行います。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　当社は、環境変化に対応した会社全体の将来ビジョンと目標を定めるた

め、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定しております。経営計画を

達成するため、取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務の執行の効

率化を図っております。

②　取締役会の下に、社長の諮問機関である常務会を設け、取締役会の議論

を充実させるべく事前審議を行うと共に、取締役会から委譲された権限の

範囲内で当社業務の執行及び施策の実施等について審議し、意思決定を行

っております。

(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

当該事項はありません。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役

からの独立性に関する事項

①　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は配置しておりませんが、監査

役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役は監査

－ 12 －
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役と協議の上、必要に応じて同使用人を置くこととしております。

②　同使用人の人事については、取締役と監査役が意見交換を行い決定して

おります。

③　監査役が指定する補助すべき期間中は、任命された使用人への指揮権は

監査役に移譲されたものとし、取締役からの独立性を確保しております。

(7) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制

①　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見

したときは直ちに監査役に報告します。

②　監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を

把握するため、必要に応じ常務会等の重要な会議に出席し、主要な稟議書

その他業務執行に関する重要な文書を閲覧することで取締役または使用人

にその説明を求められる体制を確保しております。

③　監査役へ報告をした取締役及び使用人に対し、監査役へ報告したことを

理由として不利な扱いを行うことを禁止いたします。

(8) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　当社の監査役の過半数は独立社外監査役とし、対外透明性を担保する

体制としております。

②　内部監査担当部門は監査役との密接な連携を保つことにより、監査役の

監査の実効性は確保されております。

③　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還の請求

を行ったときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や

かに当該費用または債務を処理いたします。

(9) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、反社会的勢力排除に向けた社会的責任及び、反社会的勢力による

苦情・相談を装った圧力等からの企業防衛の重要性を十分認識し、反社会的

勢力との関係遮断を重視した業務運営を行います。

－ 13 －
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(10) 反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、国が示した「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指

針」を基本姿勢とし、反社会的勢力に対して屈することなく法律に則して

対応すること、及び各関連規程の充実と周知徹底を図ります。

また、反社会的勢力への対応に際し、適切な助言や協力を得ることができ

るよう、平素より警察、弁護士、地域企業防衛対策協議会等との連携を図り

ます。

７．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

注記：本事業報告中の記載の数字は、表示単位未満の端数を切り捨てております。ただし、百分

率は小数点第２位を四捨五入しております。

－ 14 －
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月20日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

破 産 更 生 債 権 等

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

4,972,980

1,528,037

1,103,045

1,752,235

218,815

292,590

38,994

81,825

△42,564

798,335

460,236

136,755

306

2,592

0

10,057

310,523

16,138

8,813

7,324

321,961

58,045

19,805

66,087

138,632

72,337

29,729

△62,675

流 動 負 債 2,582,925

支 払 手 形 172,594

買 掛 金 920,077

電 子 記 録 債 務 266,178

短 期 借 入 金 1,000,000

未 払 金 98,134

未 払 費 用 8,726

未 払 法 人 税 等 9,570

未 払 消 費 税 等 9,269

賞 与 引 当 金 63,000

そ の 他 35,375

固 定 負 債 1,051,255

長 期 借 入 金 800,000

退 職 給 付 引 当 金 148,520

役員退職慰労引当金 102,735

負 債 合 計 3,634,181

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,118,769

資 本 金 611,650

資 本 剰 余 金 691,950

資 本 準 備 金 691,950

利 益 剰 余 金 825,431

利 益 準 備 金 45,943

その他利益剰余金 779,488

別 途 積 立 金 540,000

繰 越 利 益 剰 余 金 239,488

自 己 株 式 △10,262

評価・換算差額等 18,365

その他有価証券評価差額金 18,365

純 資 産 合 計 2,137,134

資 産 合 計 5,771,315 負 債 純 資 産 合 計 5,771,315

－ 15 －
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損　益　計　算　書

(平成28年３月21日から
平成29年３月20日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 10,429,505

売 上 原 価 8,658,412

売 上 総 利 益 1,771,093

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,504,496

営 業 利 益 266,596

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,027

そ の 他 営 業 外 収 益 6,623 9,651

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,138

そ の 他 営 業 外 費 用 18 7,156

経 常 利 益 269,092

特 別 損 失

減 損 損 失 51,873 51,873

税 引 前 当 期 純 利 益 217,218

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 45,639

法 人 税 等 調 整 額 68,652 114,291

当 期 純 利 益 102,927

－ 16 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年３月21日から
平成29年３月20日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

平成28年３月21日期首残高 611,650 691,950 691,950 45,943 520,000 187,202 753,145 △10,122 2,046,622

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △30,641 △30,641 － △30,641

別途積立金の積み立て － － － － 20,000 △20,000 － － －

当 期 純 利 益 － － － － － 102,927 102,927 － 102,927

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － △139 △139

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － 20,000 52,286 72,286 △139 72,146

平成29年３月20日期末残高 611,650 691,950 691,950 45,943 540,000 239,488 825,431 △10,262 2,118,769

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成28年３月21日期首残高 17,081 17,081 2,063,704

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 － － △30,641

別途積立金の積み立て － － －

当 期 純 利 益 － － 102,927

自 己 株 式 の 取 得 － － △139

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

1,283 1,283 1,283

事業年度中の変動額合計 1,283 1,283 73,430

平成29年３月20日期末残高 18,365 18,365 2,137,134

－ 17 －
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個別注記表

〔重要な会計方針に係る事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品………………………移動平均法に基づく原価法によっております。（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法（ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）によってお

ります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　３～65年

機械装置及び車輛運搬具　　４～18年

工具器具部品　　　　　　　３～20年

②　無形固定資産

定額法によっております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準

貸倒引当金………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金………………従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

役員賞与引当金…………役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。なお、当事業年度に係る役員賞与は支給

しないため、当事業年度末において役員賞与引当金は計上してお

りません。

－ 18 －

個別注記表
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退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適

用しております。

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

３．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

４．会計方針の変更

平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。

なお、これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

５．未適用の会計基準等

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３

月28日）

(1) 概要

繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金

資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類

し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以

下の取扱いについて必要な見直しが行われております。

・（分類１）から（分類５）に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

・（分類２）及び（分類３）に係る分類の要件

・（分類２）に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関す

る取扱い

・（分類３）に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見

積可能期間に関する取扱い

・（分類４）に係る分類の要件を満たす企業が（分類２）又は（分類３）に該当する場

合の取扱い

(2) 適用予定日

平成29年３月21日以後開始する事業年度の期首から適用予定です。
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(3) 当該会計基準等の適用による影響

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用による計算書類に与える影響額

については、現時点で評価中であります。

６．減損損失に関する事項

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 減損損失

事業用資産 什器備品等 沼津市 314千円

〃 〃 伊東市 311千円

〃 建物、什器備品、土地等 下田市 51,247千円

合　　計 51,873千円

当社は、原則として、事業用資産については、管理会計上の区分に基づきグルーピングして

おります。

上記事業用資産は、時価が下落したこと等に伴い当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物及び土地に

ついては不動産鑑定評価額により評価しております。

減損損失の内訳は次のとおりであります。

事業用資産

建物 23,457千円

工具器具備品 697千円

土地 27,718千円

合　　計 51,873千円

７．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 913,214千円

(2) 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

事業年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形 20,802千円
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８．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数(株) 増加株式数（株） 減少株式数（株） 当事業年度末の株式数(株)

普 通 株 式 4,411,000 － － 4,411,000

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数(株) 増加株式数（株） 減少株式数（株） 当事業年度末の株式数(株)

普 通 株 式 33,664 600 － 34,264

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成28年６月17日開催の第57期定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 30,641千円

・１株当たり配当額 　　　７円

・基準日 平成28年３月20日

・効力発生日 平成28年６月20日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

平成29年６月16日開催の第58期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 30,637千円

・配当の原資

・１株当たり配当額

利益剰余金

      ７円

・基準日 平成29年３月20日

・効力発生日 平成29年６月19日
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９．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

退職給付引当金 45,411千円

役員退職慰労引当金 31,519千円

貸倒引当金 32,277千円

減損損失 43,893千円

減価償却超過額 10,518千円

未払事業税 605千円

未払社会保険料 5,865千円

賞与引当金 19,409千円

その他 1,704千円

繰延税金資産小計 191,205千円

評価性引当額 △71,785千円

繰延税金資産合計 119,420千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 8,088千円

繰延税金負債合計 8,088千円

繰延税金資産純額 111,331千円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳

法定実効税率 33.0％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8％

住民税均等割等 3.7％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.8％

評価性引当額の増加 7.9％

その他 2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.6％

(3) 法人税率の変更等による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部

を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28

年４月１日以後に開始する事業年度より法人税率等の引下げ等が行われることとなりまし

た。
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これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は従来の

32.2％から平成29年３月21日に開始する事業年度及び平成30年３月21日に開始する事業年

度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成31年３月21日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については30.6％となります。

この税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債を控除した金額）が5,548千

円減少し、その他有価証券評価差額金が434千円、法人税等調整額が5,982千円それぞれ増

加しております。

10．リースにより使用する固定資産に関する注記

(1) リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　該当事項はありません。

(2) オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 35,931千円

１年超 66,305千円

合計 102,237千円

11．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　資金運用については、投機的な投資は行わない方針であり、低リスクの金融商品に限定し

ております。また、設備投資計画及び毎月の資金繰りにあわせて必要な資金を調達しており

ます。なお、資金調達については銀行借入によって調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する取引先の株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払

期日であります。短期借入金及び長期借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達

を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

　イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について各営業部門における担当責任者が取引

相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
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把握や軽減を図っております。

ロ　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

保有状況の継続的な見直しを行っております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、経理部において適時に資金繰り計画を作成し、検討管理しております。なお、

各金融機関と良好な取引関係を維持し十分な資金調達枠を確保しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる為、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月20日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。

貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

①　現金及び預金 1,528,037 1,528,037 －

②　受取手形 1,103,045 1,103,045 －

③　売掛金 1,752,235 1,752,235 －

④　電子記録債権 218,815 218,815 －

⑤　投資有価証券 58,045 58,045 －

資産計 4,660,179 4,660,179 －

①　支払手形 172,594 172,594 －

②　買掛金 920,077 920,077 －

③　電子記録債務 266,178 266,178 －

④　短期借入金 1,000,000 1,000,000 －

⑤　長期借入金 800,000 801,968 1,968

負債計 3,158,850 3,160,818 1,968

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

①現金及び預金、②受取手形、③売掛金、④電子記録債権

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。
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⑤投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は公表され

ている基準価格によっております。

負　債

①支払手形、②買掛金、③電子記録債務、④短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

⑤長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

12．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 488円29銭

(2) １株当たり当期純利益 23円52銭

13．退職給付に関する注記

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度、確定給付企業年金制度を設けております。

また神奈川県電設厚生年金基金に加入しております。

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(2) 複数事業主制度

複数事業主制度の厚生年金基金制度（神奈川県電設厚生年金基金）への要拠出額は40,005

千円であります。

①　制度全体の積立状況に関する事項（平成28年３月31日現在）

年金資産の額 38,819,920千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準備金の額との合計額 43,671,153千円

差引額 △4,851,232千円

②　制度全体に占める当社の掛金拠出割合

当事業年度　2.6％（平成28年3月分）

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の繰越不足金残高5,871,048千円でありま

す。
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(3) 簡便法を適用した確定給付制度

①　簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 162,488千円

退職給付費用 64,480千円

退職給付の支払額 △26,001千円

制度への拠出額 △52,446千円

退職給付引当金の期末残高 148,520千円

②　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表

積立制度の退職給付債務 325,368千円

年金資産 △176,847千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 148,520千円

③　退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 64,480千円

14．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

15．持分法損益等に関する注記

当社は関係会社を有していないため、該当事項はありません。

16．関連当事者との取引に関する注記

該当事項はありません。

17．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年４月27日

愛光電気株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 齊 藤 文 男 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 柴 田 叙 男 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、愛光電気株式会社の平成28年３月21日から平成29年

３月20日までの第58期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属

明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその

附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示の

リスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので

はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及

びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針

及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の

表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 27 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年３月21日から平成29年３月20日までの第58期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社
法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から｢職務の執行が適正に行われることを確
保するための体制｣（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を｢監査に関する品質管
理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いると認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年４月28日

愛光電気株式会社　監査役会

監　査　役（常勤） 小笠原　　　寛 

監　査　役 板 倉 　 崇 

監　査　役 脇 　 国 広 
（注）　監査役板倉　崇及び脇　国広は社外監査役であります。

以　上

－ 28 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

期末配当につきましては、業績、当社を取り巻く経営環境、将来の事業展開に

備えた内部留保、安定配当の維持等を総合的に勘案し行うこととしております。

当期の期末配当につきましては、配当性向、内部留保など総合的に勘案し、１

株当たりの期末配当金を、普通配当７円とさせていただきたく存じます。

１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は30,637,152円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月19日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

該当事項はありません。

－ 29 －

剰余金処分議案
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第２号議案　株式併合の件

１．株式併合を必要とする理由

東京証券取引所をはじめとする全国証券取引所は、「売買単位の集約に向

けた行動計画」を公表し、平成30年10月までにすべての国内上場会社の普通

株式の売買単位を100株に統一することを目指しております。

当社は、東京証券取引所に上場する企業として、この趣旨を尊重し、当社

株式の売買単位である単元株式数を1,000株から100株に変更することとし、

併せて、当社株式について、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水

準（５万円以上50万円未満）とすることを目的として、株式併合を実施する

ものであります。

２．併合する株式の種類及び割合

当社普通株式について、５株を１株の割合で併合いたしたいと存じます。

なお、株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の

定めに基づき一括して売却し、その売却代金を端数が生じた株主様に対して、

端数の割合に応じて分配いたします。

３．株式併合が効力を生じる日

平成29年９月21日

４．効力発生日における発行可能株式総数

2,400,000株

５．その他

本議案に係る株式併合は、第３号議案「定款一部変更の件」が原案どおり

承認可決されることを条件といたします。

なお、その他手続上の必要事項につきましては、取締役会にご一任願いた

いと存じます。

（注）株式併合により、発行済株式総数が５分の１に減少することとなりますが、純資産等

は変動しませんので、１株当たりの純資産額は５倍となり、株式市況の変動など他の

要因を除けば、株主様がご所有の当社株式の資産価値に変動はありません。

－ 30 －

株式併合の件
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第３号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

第２号議案「株式併合の件」が原案どおり承認可決されることを条件とし

て、株式併合の割合（５分の１）に合わせて発行可能株式総数を減少させる

ため現行定款第５条を変更するとともに、当社株式の売買単位である単元株

式数を1,000株から100株にするため現行定款第７条を変更するものでありま

す。

なお、本変更につきましては、株式併合の効力発生日である平成29年９月

21日をもって効力を生じる旨の附則を設け、当該効力発生日をもって本附則

を削除するものといたします。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（変更箇所は、下線の部分であります。）

現 行 定 款 変 更 案

（発行可能株式総数）
第5条　当会社の発行可能株式総数
は、12,000,000株とする。

（発行可能株式総数）
第5条　当会社の発行可能株式総数
は、2,400,000株とする。

（単元株式数）
第7条　当会社の単元株式数は、1,000
株とする。

（単元株式数）
第7条　当会社の単元株式数は、100株
とする。

<新　設>

<新　設>

<新　設>

附　則

第1条　第5条および第7条の変更の効
力発生日は、平成29年9月21日とする。
第2条　本附則は、前条の効力発生日を
もって削除するものとする。

－ 31 －

定款一部変更の件
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第４号議案　取締役１名選任の件

本定時株主総会終結の時をもって、取締役神　嘉彦氏は辞任されますので、そ

の補欠として取締役１名の選任をお願いするものであります。なお、補欠として

選任されます取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任取締役の任期

の満了する時までとなります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

たけ

武
い

井
かつ

勝
よし

義

昭和35年８月25日生

昭和58年３月　当社入社

平成14年９月　経営企画室課長就任

平成20年６月　経営企画室長就任

平成27年６月　経営企画室長(兼)経理部長就任

平成28年６月　執行役員経営企画室長(兼)経理部長就任

（現任）

2,000株

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第５号議案　監査役１名選任の件

監査役小笠原　寛氏は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります

ので、監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ています。

監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
生 年 月 日

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

じん

神
 

　
よし

嘉
ひこ

彦

昭和29年12月20日生

昭和53年４月　セゾン生命保険㈱入社

平成11年４月　同社人事部長就任

平成14年10月　ＧＥエジソン生命㈱

人事部ｸﾗｲｱﾝﾄﾏﾈｼﾞｬｰ就任

平成16年８月　当社入社

総務人事部長就任

平成26年６月　取締役就任　総務人事部、社長特命事項

（現任）

5,000株

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

－ 32 －

取締役選任議案、監査役選任議案
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第６号議案　補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名

の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役の候補者は次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
生 年 月 日

略 歴
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

お

小
がさ

笠
わら

原
 

　
ひろし

寛

昭和24年７月19日生

昭和43年４月　東芝商事㈱入社

平成４年４月　東芝ライテック㈱横浜営業所長就任

平成７年４月　㈱神奈川商事社長就任

平成15年10月　東芝電材マーケティング㈱神奈川支店長

就任

平成17年10月　東芝電材マーケティング㈱執行役員

青森電材社　分社長就任

平成21年３月　同社退社

平成21年４月　当社顧問就任

平成21年６月　常勤監査役就任（現任）

6,000株

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第７号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会終結の時をもって取締役を退任されます神　嘉彦氏に対し、在

任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内におい

て退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は取締役会にご一任願いたいと存

じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

神 　 嘉 彦 平成26年６月　取締役就任（現任）

－ 33 －

補欠監査役選任議案、退任取締役対し退職慰労金贈呈の件
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第８号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

本定時株主総会終結の時をもって監査役を退任されます小笠原　寛氏に対し、

在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内にお

いて退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は監査役の協議にご一任願いたい

と存じます。

退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

小 笠 原 　 寛 平成21年６月　常勤監査役就任（現任）

以　上

－ 34 －

退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
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メ　　モ

メモ
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株主総会会場ご案内図

会　場　神奈川県小田原市城内８番10号

報徳二宮神社　報徳会館

電話　０４６５－２３－３２４６

荻窪IC

早川IC 小田原IC

早川口 箱根口 御幸の浜

西湘バイパス

至箱根 Ｒ１ 三の丸小

Ｒ１

三井住友信託銀行
旭丘高

報徳二宮神社
報徳会館

小田原城
城址公園

報徳
博物館

至
熱海

小田原厚木道路

至
東京(東

名高速)

東口

至
東京

小田原郵便局

至平塚

至平塚･横浜

市
民
会
館

酒
匂
川

小田原駅

ハロー
ワーク

交通のご案内

ＪＲ線、小田急線：小田原駅東口より徒歩15分・タクシー３分

西湘バイパス小田原ＩＣより車で５分

小田原厚木道路荻窪ＩＣより車で５分

地図




